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１．医療の現場におけるＩＣＴ、 ＩｏＴ、 ＡＩ等の
取組について
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l高齢者は患者である前に、地域で暮らす住民の一人です。
健康寿命の延伸のために、疾病や生活機能の低下を予防する他、
快適な住空間の確保が不可欠です。そのためにＩＣＴを活用する必
要があります。

l現在、快適な居住空間の確保のために、国の施策の他、民間
事業者による様々な研究開発がなされています。

l新たに検討を開始するより、今ある事業を有機的に連動させる
ことが、より実効性の高い早期の解決を図られるものと考えます。

l IＣＴ診療（遠隔診療）については、医療におけるＩＣＴの積極的な
活用に賛成致します。その上で、医者と患者との間で行われる
遠隔診療については、対面診療を補完するものと考えます。

医療の現場におけるＩＣＴ、 ＩｏＴ、 ＡＩ等の取組について
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夏場の熱中症搬送者に占める高齢者の割合と発生場所

• 夏場の熱中症搬送患者のうち、約５割が65歳以上の高齢者です。
• 発生場所の約４割が「住居」です。

期間：8月1日～31日

期間：8月1日～31日

熱中症救急搬送人員数年齢区分 （構成比）

出典：総務省消防庁「平成29年8月の熱中症による救急搬送状況」

期間：8月1日～31日

熱中症救急搬送人員数 発生場所ごとの項目（構成比）

期間：8月1日～31日
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提供：京都女子大学教授 中井誠一氏

熱中症死亡総数に占める年齢階級別割合

熱中症死亡総数の、約７割が65歳以上の高齢者です。

家族、訪問看護・介護サービス従事者による住環境の監視には限界があります。

ＩＣＴを活用して、高齢者の居住空間の室温を快適に保つ必要があります。
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• 急激な温度変化が身体に及ぼす影響
• 血管の著しい伸縮による、血圧や脈拍の大きな変動
→脳梗塞、脳出血を引き起こす危険性があります。

高齢者の生理学的特徴と居住環境における健康障害
～温熱環境に由来するヒートショック～
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入浴中の急死者の搬送数

• 入浴中の死亡者数は冬期に急増
• 低い屋内温度や、居間・浴室間の大きな温度差が主な原因

１）高岡竜太郎（東京都健康長寿医療センター研究所）：「健康・省エネシンポジウムIN経団連ホールⅡ」
（2009.5開催）資料

ＩＣＴを活用した、居間と浴室などの部屋間の寒暖差の解消や、

入浴時における高齢者の身体状況のリアルタイムモニタリングが必要です。 6



【温熱環境】

・体温調節が難しい 熱中症

・高齢者は血圧や脈拍の急激な変化に弱い ヒートショック
例えば、入浴中の死亡事故は決して少なくない

高齢者の生活機能の低下を予防し、健康な生活を送るために、
ＩＣＴの活用を通して快適な住環境を確保することが必要です。

現在、センサーやウェアラブル端末を活用した、高齢者の健康
増進や健康状態を見守るシステムの開発が進んでいます。

同じ高齢者が繰り返し救急
搬送されるとの報告がある

高齢者の生理学的特徴と居住環境における健康障害のまとめ
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健康立国のための地域における人とくらしシステム
～各省庁の施策（医療関連） ～

平成29年4月10日「総合科学技術・イノベーション会議第12回重要課題専門調査会」資料１－11より抜粋

省庁 施策名・施策内容

次世代医療
ICT基盤

次世代解析
技術

内閣官房 次世代医療ＩＣＴ基盤協議会にて、医療ＩＣＴ基盤の構築及び次世
代医療ＩＣＴ化推進のために、標準化されたデジタルデータの収
集と利用を円滑に行う全国規模の仕組みの構築と臨床における
ＩＣＴの徹底的な適用による高度で効率的な次世代医療の実現と
国際標準の獲得を目指して取組を検討中。

次世代医療
ICT基盤

総務省 次世代医療・介護・健康ICT基盤高度化事業
・Personal Health Record（PHR）機能の実現
・保健・医療分野のインテリジェント化

救急自動車最適
運用システム

総務省 次世代救急自動車の研究開発
・救急自動車最適運用システム、救急用多言語音声翻訳
システム、乗員の安全防護システム、災害用救急自動車の開発

ｾﾝｼﾝｸﾞ技術 経済
産業省

ICTを活用した診療支援技術研究開発
・センシング技術を用いたウェアラブルモニターで実現する循環
器診断支援システムの開発

自立支援 経済
産業省

ロボット介護機器開発・導入促進事業

・要介護者の自立支援、介護従事者の負担軽減に資するロボッ
ト介護機器の開発

在宅医療等に関連する各省庁の施策の代表的なものをお示しします
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健康立国のための地域における人とくらしシステム
～民間事業について（在宅医療等）～

平成29年7月3日総合科学技術・イノベーション会議重要課題専門調査会「地域における人とくらしのワーキンググループ」参考資料１を基に作成

研究開発プロジェクト名 提案者
（所属機関）

疾病による交通事故を未然に防ぐシステムの構築
～運転中の心電図判定システムの開発～

小倉真治
（ＮＰＯ法人岐阜救急
災害医療研究開発機構）

地域高齢者の自宅生活延伸モデル構築のための実証
研究

勝亦真一
（セコム株式会社）

在宅遠隔医療サービスシステムの開発による重症化
予防・在宅医療効率化の実現

野口邦晴
（セコム医療システム
株式会社）

高齢者施設における新しいロボット介護の実現に関す
る研究開発プロジェクト

福田幸弘
（TOTO株式会社）

ワーキンググループでは、各省庁の施策に提言するほか、民間事業も研究開発
している、在宅医療とＩＣＴに関する施策等について認定する事業を実施しています。
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KIDUKU project ～スマートハウスと実験の様子

スマートフォン

電力センサー
照明センサー

照度センサー 人感センサー 窓センサー

加速度
センサー

ドアセンサー

温度センサー
熱バルブ
センサー

ベッドセンサー

ブラインド
センサー

約110個／戸のセンサーを部屋中に設置
ウェアラブルセンサーと合わせて、患者の日常生活のさまざまな行動をセンシング

Copyright 2016 FUJITSU LABORATORIES LTD. All rights 
reserved.

その他の在宅医療に関する民間事業の例
『住まいにおける医工連携プロジェクト』 富士通研究所－アイルランド

2016.2.15「KIDUKU -Connected Healthcare-」(株)富士通研究所次世代医療研究所 柳沼参考人資料 10



2．遠隔診療・ＩＣＴ活用について
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遠隔診療については、診療は患者と直接対面
して行うことが原則であり、遠隔診療やICTの
活用はあくまで補完的な役割を担うものであ
る。その一方で、長期処方の問題解決として、
かかりつけ医がICTを活用して経過観察や指
導を行うことは有効である。

遠隔診療・ＩＣＴ活用について

＊第7回未来投資会議（平成29年4月14日）において横倉義武日本医師会長提言

医療分野のデータの利活用基盤の構築については、個人情報の厳格
な管理を前提として、「医療等ID」によって国民一人ひとりの生涯を通じ
た保健情報が一元的に管理され、これを基に一次予防から三次予防ま
での保健事業が安全に管理・実施されることが必要である。そのことが
個々の国民の健康資本を増大させ、経済成長にもつながっていく。
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遠隔診療について

－（１）医師対医師のケースｰ

診療所等から病院に画像（レントゲン、ＣＴ、ＭＲＩの情報等）を送り、
病院にいる専門的な知識を持った医師が、画像診断を行う等の遠隔
画像診断、病理診断については、積極的に活用していくべきと考えます。

今後、海外の医療機関との間で遠隔画像診断等を行う機会が
増えることも予想されます。

海外に対し日本医療の質の高さを担保するため、いかなる
場合にいかなる要件のもと、画像診断等を可能とするか
ルールを策定する必要があります。
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14

診療は患者と直接対面して行うことが原則であり、遠隔診療は
あくまで対面診療の補完的な役割を担うものと考えます。

この３つを検討したうえで、遠隔診療に適した医療とそうでない医療の
見極めや、環境整備について、議論を深めていくことが必要です。

※遠隔診療に関する外国の環境等については参考資料に掲載

今後さらなる活用をするのであれば、

➀遠隔診療が現状でどのくらい使われているかの実態把握

②遠隔診療に適した疾患の絞り込み

③遠隔診療が対面診療に比べて患者に対する医療サービスが
向上したというエビデンス収集

が重要です。

遠隔診療について

－ （２）医師対患者のケースｰ



出典：経済産業省 海外における日本医療拠点の構築に向けた研究会（第2回）資料３ 15

諸外国に較べ日本の遠隔診療に対する規制は厳しいとの意見もありますが、
以下各国の遠隔診療に関する規制を示します。

【参考資料】 諸外国における医療保険上の遠隔診療の規制


